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(57)【要約】
【課題】安定した駆動特性を有する振動アクチュエータ
、それを備えるレンズ鏡筒及びカメラを提供する。
【解決手段】本発明の振動アクチュエータ(１０）は、
振動部材（１１）に加圧接触され、前記振動部材（１１
）の振動により、前記振動部材（１１）との間で相対移
動する相対移動部材（１４）と、前記振動部材（１１）
と前記相対移動部材（１４）とを加圧接触させる加圧部
材（１８）と、前記加圧部材（１８）の加圧力を、磁力
によって調整する磁力発生部（１８ｓ，１８ｃ）とを備
えること、を特徴とする。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動部材に加圧接触され、前記振動部材の振動により、前記振動部材との間で相対移動
する相対移動部材と、
　前記振動部材と前記相対移動部材とを加圧接触させる加圧部材と、
　前記加圧部材の加圧力を、磁力によって調整する磁力発生部とを備えること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項２】
　請求項１に記載の振動アクチュエータにおいて、
　前記加圧部材は、前記振動部材を前記相対移動部材側に加圧する弾性部材を有し、前記
磁力発生部は、該弾性部材の加圧を抑制する方向に磁力を発生させること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項３】
　請求項２に記載の振動アクチュエータにおいて、
　前記磁力発生部は、磁性体と磁石とを有し、前記弾性部材は、前記磁性体と前記磁石と
の間に配置されていること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項４】
　請求項３に記載の振動アクチュエータにおいて、前記磁石は永久磁石であること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項５】
　請求項３または４に記載の振動アクチュエータにおいて、
　前記振動部材は、前記磁石に対して前記磁性体と反対側に配置されていること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項６】
　請求項５に記載の振動アクチュエータにおいて、
　前記相対移動部材は、前記振動部材に対して前記磁石と反対側に配置されていること、
　を特徴とする振動アクチュエータ。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の振動アクチュエータにおいて、
　前記振動部材は、電気エネルギーを機械エネルギーに変換する電気機械変換素子と、前
記電気機械変換素子の励振により前記振動を発生する弾性体を有し、前記電気機械変換素
子は前記弾性体に対して前記相対移動部材と反対側に設けられていることを特徴とする振
動アクチュエータ。
【請求項８】
　請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の振動アクチュエータを備えるレンズ鏡筒。
【請求項９】
　請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の振動アクチュエータを備えるカメラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動アクチュエータ、それを備えるレンズ鏡筒及びカメラに関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　振動アクチュエータは振動体を備え、その振動体は、弾性体と電気機械変換素子とを有
している。そして振動アクチュエータは、電気機械変換素子を駆動信号によって伸縮させ
、この伸縮を利用して弾性体の駆動面に進行性振動波（以下、進行波とする）を発生させ
る。この進行波によって、振動体の駆動面に楕円運動が生じ、楕円運動の波頭に加圧接触
した相対移動部材が駆動される。このような振動アクチュエータは、高温や低温の環境下
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において、常温の状態から駆動特性が変化する。
【０００３】
　振動アクチュエータの温度に対する駆動特性を安定させるために、振動体を構成する圧
電体（電気機械変換素子）にセンサ電極を設け、振動体の温度を検出し、移動体（相対移
動部材）の速度制御の温度補正を行う技術が開示されている（例えば、特許文献１参照）
。
【特許文献１】特開平５－３４４７６１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記従来技術は、検出や制御のための回路等が必要であり、構成が複雑になり
、生産コストが高くなるという問題がある。
【０００５】
　本発明の課題は、安定した駆動特性を有する振動アクチュエータ、それを備えるレンズ
鏡筒及びカメラを、簡単な構造で提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下のような解決手段により前記課題を解決する。なお、理解を容易にする
ために、本発明の実施形態に対応する符号を付して説明するが、これに限定されるもので
はない。
【０００７】
　請求項１に記載の発明は、振動部材（１１）に加圧接触され、前記振動部材（１１）の
振動により、前記振動部材（１１）との間で相対移動する相対移動部材（１４）と、前記
振動部材（１１）と前記相対移動部材（１４）とを加圧接触させる加圧部材（１８）と、
前記加圧部材（１８）の加圧力を、磁力によって調整する磁力発生部（１８ｓ，１８ｃ）
とを備えること、を特徴とする振動アクチュエータ（１０）である。
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の振動アクチュエータ（１０）において、前
記加圧部材（１８）は、前記振動部材（１１）を前記相対移動部材（１４）側に加圧する
弾性部材（１８ｂ）を有し、前記磁力発生部（１８ｓ，１８ｃ）は、該弾性部材（１８ｂ
）の加圧を抑制する方向に磁力を発生させること、を特徴とする振動アクチュエータ（１
０）である。
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の振動アクチュエータ（１０）において、前
記磁力発生部（１８ｓ，１８ｃ）は、磁性体（１８ｃ）と磁石（１８ａ）とを有し、前記
弾性部材（１８ｂ）は、前記磁性体（１８ｃ）と前記磁石（１８ａ）との間に配置されて
いること、を特徴とする振動アクチュエータ（１０）である。
　請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の振動アクチュエータ（１０）において、前
記磁石（１８ａ）は永久磁石（１８ａ）であること、を特徴とする振動アクチュエータ（
１０）である。
　請求項５に記載の発明は、請求項３または４に記載の振動アクチュエータ（１０）にお
いて、前記振動部材（１１）は、前記磁石（１８ａ）に対して前記磁性体（１８ｃ）と反
対側に配置されていること、を特徴とする振動アクチュエータ（１０）である。
　請求項６に記載の発明は、請求項５に記載の振動アクチュエータ（１０）において、前
記相対移動部材（１４）は、前記振動部材（１１）に対して前記磁石（１８ａ）と反対側
に配置されていること、を特徴とする振動アクチュエータ（１０）である。
　請求項７に記載の発明は、請求項１～６のいずれか１項に記載の振動アクチュエータ（
１０）において、前記振動部材（１１）は、電気エネルギーを機械エネルギーに変換する
電気機械変換素子と、前記電気機械変換素子の励振により前記振動を発生する弾性体を有
し、前記電気機械変換素子は前記弾性体に対して前記相対移動部材（１４）と反対側に設
けられていることを特徴とする振動アクチュエータ（１０）である。
　請求項８に記載の発明は、請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の振動アクチュエ
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ータ（１０）を備えるレンズ鏡筒（３）である。
　請求項９に記載の発明は、請求項１～請求項７のいずれか１項に記載の振動アクチュエ
ータ（１０）を備えるカメラ（１）である。
　なお、符号を付して説明した構成は、適宜改良してもよく、また、少なくとも一部を他
の構成物に代替してもよい。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、安定した駆動特性を有する振動アクチュエータ、それを備えるレンズ
鏡筒及びカメラを簡単な構造で提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、図面等を参照して、本発明の実施形態について説明する。なお、以下の実施形態
は、振動アクチュエータとして、超音波領域の振動を利用した超音波モータ１０を例に説
明する。
【００１０】
　図１は、本実施形態の超音波モータ１０を有するカメラ１を示す図である。カメラ１は
、撮像素子６を有するカメラボディ２と、レンズ鏡筒３とを備える。レンズ鏡筒３は、カ
メラボディ２に着脱可能な交換レンズである。なお、本実施形態でカメラ１は、レンズ鏡
筒３が交換レンズである例を示したが、これに限らず、例えば、カメラボディと一体型の
レンズ鏡筒であってもよい。
【００１１】
　レンズ鏡筒３は、レンズ４、カム筒５、超音波モータ１０等を備える。超音波モータ１
０は、略円環形状であり、その円環中心軸方向が光軸方向（図１中の矢印Ａ方向）と略一
致するようにレンズ鏡筒３内に配置されている。この超音波モータ１０は、カメラ１のフ
ォーカス動作時にレンズ４を駆動する駆動源として用いられている。超音波モータ１０か
ら得られた駆動力は、カム筒５に伝えられる。レンズ４は、カム筒５とカム係合しており
、超音波モータ１０の駆動力によってカム筒５が回転すると、レンズ４は、カム筒５との
カム係合によって光軸方向へ移動し、焦点調節が行われる。
【００１２】
　図２は、超音波モータ１０の円環中心軸方向での断面を示す。超音波モータ１０は、振
動子１１，移動体１４，緩衝部材１５，支持体１６，緩衝部材１７，加圧部材１８を備え
る。
【００１３】
　振動子１１は、略円環形状の部材であり、弾性体１２及び圧電体１３を備える。弾性体
１２は、ステンレス材料やインバー材料等の鉄合金や真鍮等の弾性変形が可能な金属材料
を用いて形成された略円環形状の部材である。弾性体１２の一方の端面に圧電体１３が設
けられている。圧電体１３の他方の面には、複数の溝１２ａを切って形成された櫛歯部１
２ｂが形成されている。この櫛歯部１２ｂの先端面は、圧電体１３の励振により、進行波
が発生し、移動体１４を駆動する駆動面となる。
【００１４】
　圧電体１３は、電気エネルギーを機械エネルギーに変換する電気機械変換素子である。
本実施形態で圧電体１３は、ＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）を用いて形成され、導電性
の接着剤等を用いて、弾性体１２に接合されている。圧電体１３上には、不図示のフレキ
シブルプリント基板と電気的に接続された不図示の電極が形成されている。このフレキシ
ブルプリント基板から供給される駆動信号によって、圧電体１３が励振される。
【００１５】
　移動体１４は、略円環形状の部材であり、後述する加圧部材１８の加圧力によって弾性
体１２の駆動面に加圧接触され、弾性体１２の進行波によって摩擦駆動される。緩衝部材
１５は、ゴム等を用いて形成された略円環形状の部材である。この緩衝部材１５は、移動
体１４の振動を支持体１６側へ伝えないようにする部材であり、移動体１４と支持体１６
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との間に設けられている。支持体１６は、移動体１４を支持する部材である。支持体１６
は、移動体１４と一体となって回転して移動体１４の回転運動を不図示の被駆動部材に伝
達し、かつ、移動体１４の回転中心軸方向の位置を規制する部材である。緩衝部材１７は
、不織布やフェルト等を用いて形成された略円環形状の部材である。この緩衝部材１７は
、振動子１１の振動を加圧部材１８側へ伝えないようにする部材であり、圧電体１３と加
圧部材１８との間に設けられている。
【００１６】
　加圧部材１８は、バネ等の弾性部材から構成され、振動子１１を移動体１４に加圧接触
させる加圧力を発生する部材である。加圧部材１８は、バネ部材１８ｂ、及びその両端に
配置された加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとを備える。バネ部材１８ｂは、本実施形態で
は皿バネを使用する。ただし、バネ部材１８ｂは皿バネに限定されず、図中上下方向に伸
縮可能であれば、例えば、円周に沿って波状に形成された円環部材であってもよい。
【００１７】
　加圧板１８ａは、永久磁石で製造された略円環板状部材である。なお、永久磁石の材料
は、これらに限定されるものではないが、フェライト磁石、サマリウム・コバルト磁石、
ネオジウム磁石、アルニコ磁石等である。押さえ板１８ｃは、磁性体で製造された略円環
板状部材であり、超音波モータ１０をレンズ鏡筒３に固定する機能も有する。なお、磁性
体とは、平易には磁性を帯びる事が可能な物質をいう。
【００１８】
　このように、加圧板１８ａが永久磁石、押さえ板１８ｃが磁性体で製造されているため
、加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとの間には磁力が生じる。この磁力の強さは環境温度に
よって変化し、温度変化による永久磁石の磁力の変化量Ｍは、以下の式で表される。
　　　　　　　　　　　　　Ｍ×α×Δｔ＝ΔＭ　　　　　　　　　　　　（１）
ここで、Ｍは常温における永久磁石の磁力、αは永久磁石の温度係数（％）、Δｔは常温
と実際の温度の差である。
【００１９】
　温度係数αは、フェライト磁石の場合－０．１８、サマリウム・コバルト磁石の場合－
０．０３、ネオジウム磁石の場合－０．１２、アルニコ磁石の場合－０．０２である。こ
れらの温度係数はマイナスであるので、加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとの間の磁力は、
温度が下がると強くなり、温度が上がると弱くなる。
【００２０】
　図３は、（ａ）常温、（ｂ）低温、（ｃ）高温時における加圧部材１８の力関係を示し
た図である。例えば、バネ部材１８ｂが生じる振動子１１を移動体１４側に押す方向の加
圧力量を２．０ｋｇとする。この加圧力量は、（ａ）常温、（ｂ）低温、（ｃ）高温時に
おいて変化しない。また、常温における加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとの間の磁力を、
１．０ｋｇとする。そうすると、常温において、加圧板１８ａが振動子１１を移動体１４
方向に押す力は、図３（ａ）に示すように、２．０ｋｇから１．０ｋｇを引いた１．０ｋ
ｇとなる。
【００２１】
　低温時における加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとの間の磁力は、常温の場合よりも大き
くなるので、例えば１．１ｋｇとする。そうすると、加圧板１８ａが振動子１１を移動体
１４方向に押す力は、図３（ｂ）に示すように、２．０ｋｇから１．１ｋｇを引いた０．
９ｋｇとなる。すなわち、常温の場合よりも小さくなる。
【００２２】
　高温時における加圧板１８ａと押さえ板１８ｃとの間の磁力は、常温の場合よりも小さ
くなるので、例えば０．９ｋｇとする。そうすると、加圧板１８ａが振動子１１を移動体
１４方向に押す力は、図３（ｃ）に示すように、２．０ｋｇから０．９ｋｇを引いた１．
１ｋｇとなる。すなわち、常温の場合よりも大きくなる。
【００２３】
　また、超音波モータ１０は、使用される環境の温度変化によって、その駆動特性が変化
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する。これは、温度変化によって、弾性体１２と圧電体１３との熱膨張係数の違いから弾
性体１２と圧電体１３の接合面が変形したり、使用される環境下の空気の湿度が変化して
振動子１１と移動体１４との摩擦接触面の摩擦係数が変化したり、圧電体１３の静電容量
が変化したりするためである。
【００２４】
　例えば、超音波モータ１０が低温環境下に置かれた場合、圧電体１３の静電容量が小さ
くなり、振動子１１の発する進行波が移動体１４を駆動する力は減少する。そうすると超
音波モータ１０の発する駆動力は小さくなる。また、低温環境下では、空気中の水分量が
低下するため、振動子１１と移動体１４との摩擦接触面の摩擦係数が上がる。このような
ことから、超音波モータ１０は、低温環境下では、起動特性や低速での駆動特性等が常温
時に比べて劣るという傾向がある。
【００２５】
　しかし、本実施形態では、低温環境下において、上述のように加圧板１８ａが振動子１
１を移動体１４方向に押す加圧力は減少する。加圧力が減少することにより、移動体１４
を押圧する力が減少し、移動体１４は常温の場合と比べて回転しやすくなる。このため、
温度低下による上述の駆動力の減少を補うことができ、常温時に対する駆動特性の変化を
少なくすることができる。
【００２６】
　一方、超音波モータ１０が高温環境下に置かれた場合、圧電体１３の静電容量が大きく
なり、振動子１１の発する進行波が移動体１４を駆動する力は増大する。そうすると、移
動体１４の回転数が上がり、超音波モータ１０の発する駆動力が大きくなる。また、弾性
体１２と圧電体１３との接合面が変形し、移動体１４の駆動が不安定になりやすくなる。
そのため、超音波モータ１０は、高温環境下では、常温時に比べ移動体１４の振動によっ
て異音が発生しやすくなるという傾向がある。
【００２７】
　しかし、本実施形態では、高温環境下において、上述のように加圧部材１８全体が発生
する加圧力が増加する。加圧力が増加することにより、移動体１４を押圧する力が増加し
、移動体１４は常温の場合と比べて回転しにくくなる。このため、温度上昇に伴う回転数
の上昇を抑え、異音の発生を低減することができる。
【００２８】
　以上、本実施形態によると、以下の効果を有する。
（１）上述のように本実施形態によれば、低温環境下における超音波モータ１０の駆動力
の減少を補うことができ、常温時に対する超音波モータ１０の駆動特性の変化を少なくす
ることができる。また、高温環境下における、回転数の上昇を緩和し、異音の発生を低減
することができる。このように、超音波モータ１０において温度変化によらない安定した
駆動を得ることができる。
（２）また、本実施形態によると、振動子１１が移動体１４を押圧する力の調整を、加圧
板１８ａを永久磁石、押さえ板１８ｃを磁性体で製造するといった簡単な構造で達成する
ことができる。したがって、製造が容易で、生産コストを抑えることもができる。
【００２９】
（変形形態）
　以上、説明した実施形態に限定されることなく、以下に示すような種々の変形や変更が
可能であり、それらも本発明の範囲内である。
（１）本実施形態において、永久磁石（加圧板１８ａ）をバネ部材１８ｂの振動子１１側
に配置し、磁性体（押さえ板１８ｃ）をバネ部材１８ｂにおけるその反対側に配置した。
しかし本発明はこれに限定されない。磁性体（押さえ板１８ｃ）をバネ部材１８ｂの振動
子１１側に配置し、永久磁石（加圧板１８ａ）をバネ部材１８ｂにおけるその反対側に配
置してもよい。
【００３０】
（２）本実施形態において、超音波モータ１０は、その円環中心軸が光軸方向と略一致す
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るようにレンズ鏡筒３内に配置される例を示した。しかし本発明はこれに限定されない。
例えば小型の超音波モータ１０の場合など、レンズ鏡筒３の光軸と超音波モータ１０の中
心軸とが異なるように配置してもよい。
【００３１】
（３）本実施形態において、振動アクチュエータとして、移動体１４が回転駆動される超
音波モータ１０を例に挙げて説明した。しかし本発明はこれに限定されない。例えば、移
動体１４が直線方向に駆動されるリニア型の振動アクチュエータとしてもよい。また、ロ
ッド型、ペンシル型、円盤型等の振動アクチュエータとしてもよい。
【００３２】
（４）本実施形態において、振動アクチュエータとして、超音波領域の振動を用いる超音
波モータ１０を例に挙げて説明したが、これに限定さない。例えば、超音波領域以外の振
動を利用する振動アクチュエータとしてもよい。
【００３３】
（５）本実施形態において、超音波モータ１０は、カメラ１のフォーカス動作時のレンズ
４の駆動源として用いられる例を示した。しかし本発明はこれに限定されない。例えば、
カメラ１のズーム動作時の駆動源としてもよい。また、カメラ１の撮像系の一部を駆動し
て手振れを補正する手振れ補正機構の駆動源として用いてもよい。複写機の駆動部、自動
車のハンドルチルト装置やヘッドレストの駆動部、時計の駆動装置等に用いてもよい。
　なお、実施形態及び変形形態は、適宜組み合わせて用いることもできるが、詳細な説明
は省略する。また、本発明は以上説明した実施形態によって限定されることはない。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の一実施形態の超音波モータを有するカメラを示す図である。
【図２】超音波モータの円環中心軸方向での断面を示す。
【図３】加圧部材の力関係を示した図であり、（ａ）は常温、（ｂ）は低温、（ｃ）は高
温時を示す。
【符号の説明】
【００３５】
　１：カメラ、１０：超音波モータ、１１：振動子、１２：弾性体、１３：圧電体、１４
：移動体、１８：加圧部材、１８ａ：加圧板（永久磁石）、１８ｂ：バネ部材、１８ｃ：
押さえ板（磁性体）
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